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研究成果の概要（和文）：  単身女性の高齢期における貧困率が高いことは、社会保障の加入状況や働き方が影
響しているが、なぜそのように至ったのかを、単身女性のライフヒストリーを中心にヒアリングした。
　その結果、かつてシングルマザーであった単身女性は子育て期に、自分自身の高齢期の生活設計がなされてお
らず、優先して子育てをしていたこと、子どもを持たなかった女性も長期的な視点よりも短期的な生活を重視し
ていたこと、年金制度などの情報に乏しかったということが、事例より明らかになった。さらに、高齢期の女性
の中には夫や夫の家族から、年金制度への加入を抑制された例もみられた。

研究成果の概要（英文）：An advanced age solo woman's poverty rate is high, and, as for it, the 
situation of social security and the method of work have influenced. I carried out the hearing of 
the life history for whether the I became why. 
 As a result, the life design of its own advanced age was not made, but the solo woman who was a 
single mother once was engaging in child-rearing by giving priority over a child-rearing term. The 
woman without a child also regarded the life shorter-term than a long-term life as important. 
Moreover, it became clear from the example that it was deficient in knowledge about the pension 
system. Furthermore, there was also an example which had the subscription to a  pension system from 
the family of a husband or a husband controlled. 

研究分野：社会保障、貧困問題、ジェンダー
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 本研究は高齢期に貧困状況に陥りやすい
とされる単身女性のライフステージのプロ
セスから、貧困への引き金を探るものである。
研究代表者がこれまで行ってきたＤＶ被害
女性などひとり親などの自立支援に関する
研究の社会保障・社会福祉からの視点で発展
させようとするものである。 

日本の社会保障制度の枠組みは、世帯に夫
と妻と子どもがいるという一定の家族主義
モデルのもとに設計されている。そのため、
個別の施策はあるもののそのモデルに逸脱
したシングルマザーの女性に対しては、労働
環境や社会保障の制度は冷たい態度をとる。
その結果として、高齢期の経済水準が低くな
り、統計的にも顕著に表れている。2010 年
の内閣府による男女別・年齢層別の貧困率の
推計は、ほとんどの年齢層で、男性よりも女
性の貧困率が高く、その差は高齢期になると
一層拡大する傾向にある。世帯類型別では，
高齢者や勤労世代の単身世帯で貧困率が高
く、なかでも女性の方が厳しい状況にある
（80 歳以上男性 16.6％、女性 27.1％）。とり
わけ母子世帯で貧困率が高い（ 2012 年
54.6％）。さらに、その影響が母子世帯の子ど
もにも見られるとの結果も出ている。 

 

２．研究の目的 

本研究は、単身女性が高齢期に貧困状況に
陥りやすいとされている点に着目し、そのラ
イフステージのプロセスから貧困への引き
金を探る。社会保障制度は一定の家族主義モ
デルをもとに制度設計されているため、それ
とは異なるライフスタイルにおいては制度
機能しないことが多い。本研究では主に、母
子世帯の母に焦点を当て、彼女らのライフス
テージにおける①社会保障制度とのかかわ
り、②社会的孤立、の２つの側面から検討し、
貧困に陥る要因を明らかにすることを目的
とする。それにより、社会保障制度の普遍的
な機能の検証、制度的不備の有無、社会福祉
の支援へのアクセスの容易性、社会福祉的な
援助の必要性、社会的孤立を防ぐ個人のネッ
トワークの検証を行うこととする。 

 

３．研究の方法 

高齢期の女性が貧困に陥る要因を探ると
いう目的に即し、高齢期を迎えるシングルマ
ザーと、かつてシングルマザーであった寡婦
の単身女性を対象とし、インタビュー調査を
行うことにする。対象者の選定は、都市部と
地方の母子寡婦福祉会、母子世帯の当事者団
体、ＤＶシェルターに協力を依頼する。女性
のライフステージを通して、社会福祉・社会
保障との分析と社会との関わりとを重層的
に分析する。主に本研究期間において、以下
に沿って行った。 
① 女性に関わる制度を年金制度と税控除を

中心に変遷を整理する。 
②シングルマザー・かつてシングルマザー

（寡婦）へのインタビュー調査（質的調査）
を行う。 
 
４．研究成果 
本研究は、単身女性が高齢期に貧困に陥る

原因を探るものとしてインタビューを中心
に研究を行った。単身女性の高齢期における
貧困率が高いことは、社会保障の加入状況や
働き方が影響しているが、なぜそのように至
ったのかを、かつてシングルマザーだった女
性も含めて、ライフヒストリーを中心にヒア
リングした。 
 その結果、次のようなことが明らかになっ
た。 
 
（2） 調査結果（ヒアリング） 
① 母子世帯になった原因の9割は離婚であ

るが、そのうちの多くは、親密圏である
家庭内の様々な暴力に晒された結果で
もある。DV と離婚、DV と貧困の関係は、
詳細な分析の必要性があるが、被保護母
子世帯の 7 割に DV 経験があるという結
果や、インタビューをしたワーキングプ
ア層のシングルマザーでも、結婚前、結
婚後、出産後などあらゆる時点で DV が
あったことが明らかになっている。 

② かつてシングルマザーであった単身女性
は子育て期に、自分自身の高齢期の生活
設計がなされておらず、優先して子育て
をしていた。それ以前に日々の収入を確
保するがゆえに、自身の社会保障が無関
心となる状況があった。 

③ 子どもを持たなかった女性も長期的な視
点よりも短期的な生活を重視していた。
就労の状況もいわゆる「結婚適齢」前後
に結婚予定の有無に関係なく退職を考え
る（構造的な理由も含めて）ケースが一
定数あり、そこでキャリアを中断せざる
を得なかった。 

④ 全体的に社会保障制度（年金制度など）
の情報に乏しく、利用する意味も理解さ
れていなかった。 

⑤ さらに、年金制度の理解の不十分さに加
えて、高齢期の女性の中には、夫や夫の
家族から、年金制度への加入の必要性は
なく、夫の世帯収入で生活の困難はない
と、年金制度への加入をとどまった事例
もあった。 

 

（3）考察 
①DV 被害と高齢期 
離婚の見えない原因として DV がほとんど

の女性に見られた。DV の被害を受けるという
ことは、結婚を解消し加害者の夫から逃れた
だけでは問題は解決しないこともインタビ
ューから示された。離婚に伴う世帯収入の減
少などの経済的なダメージだけではなく、心
身共にダメージを受けること、孤立した状態
に置かれるということがある。また離婚に伴
い多くが住居の移動を強いられていること



が明らかになっている(村上 2009)。それが、
DV を伴っていた場合にはさらに別の事情が
くわわる。加害者の追跡や関係を恐れるがゆ
えに、居場所を隠したり、それまでの知人や
地域との社会関係を断ち切らなければなら
ず、孤立状態となりやすい（吉中 2014）。貧
困とは、単に経済的なことのみならず社会と
の繋がりが乏しいことや孤立が大きく影響
することがよく知られている。DV の被害は母
親と子どもに多面的に問題があらわれるが、
しかし、それは外には「見えない」まま長期
にわたることも明らかになった。 

 
② 母子世帯でなくなること―高齢期の

貧困 
 多くの行政や統計の定義では、母子世帯と
は、母親と 18 歳または 20 歳未満の子どもか
らなる世帯である。したがっていずれ子ども
が成人すれば、制度上、母子世帯ではなくな
る。母子世帯の施策や制度は、歴史的にも子
どもを中心として制度設計されてきた経緯
があり 、母親に重点が置かれていないため
見過ごされがちである。また、当事者である
母親本人も、自分自身のことに目を向けてい
ない状況がある。親の心情としては当然かも
しれないが、子どもが成人するまでは、子ど
ものことを優先に考えがちである。例えば、
子どもには医療を受けさせるが、自分は市販
薬を飲んで我慢したり、それが原因で病気が
長期化したり、のちに仕事を休まざるを得な
いことになるなど、事例は多かった。 
仕事もそうである。時間をかけて職業教育

を受けたり、資格取得しキャリアの形成より
も、すぐに収入の得られる非正規労働に余儀
なく従事する傾向がある。そして、多くの非
正規労働では、社会保障を自己責任で加入せ
ざるを得ないため、支払いや手続きが大きな
負担となり、未加入となることもでてくる。
例えば、公的年金に加入していない母子世帯
は 10％にものぼっている（平成 28 年度「全
国ひとり親世帯等調査」）。 
また、子どもが成人すれば、子どもの各種

手当（児童扶養手当・児童手当等）・養育費
などもなくなる。母親の高齢化とともに、悪
循環がさらに悪循環を引き寄せる状況とな
ってくる。そうしたことは、ほとんどの年代
で男性より女性の相対的貧困率が高く、それ
は高齢期になって一層顕著になることから
もわかる（阿部 2017）。 
 
（3）課題 
 以上のような結果から、年金制度に見られ
るように、制度自体は平等で整備されている
からといって、情報の不徹底や本人を取り巻
く家族からの力関係など、そのアクセスや本
人を取り巻く構造的な問題が潜在している
ことが推測される。 
 ひとり親になることは、家族形態の多様化
の中で、もはや特別なことではない。しかし、
ひとり親世帯を軸にジェンダー化された家

族や社会の構造が基盤にあるなかで、とくに
母子世帯は脆弱な世帯になりやすいままで
ある。2017 年の生活保護切り下げによって、
低所得者層で暮らす世帯と生活保護世帯の
両方に、さらなる切りつめが強いられ、とく
に母子世帯の生活の悪化が予測される。 
 また、母子世帯になった原因には、あらゆ
る種類の暴力の被害を受けた母子世帯が多
く存在することも注意しておきたい。その被
害は、個人の資質の問題や家庭内の問題とし
て認識されやすく、女性自身も言葉にできな
い状況がある。しかも、それらの事情による
行動抑制や自分自身の社会保障制度を「放置
する」傾向もある。すなわち、当事者の母親
自身の将来が見渡せない状況を余儀なくさ
れている。そうしたことは長期的にも母親自
身の暮らし向きに影響を与えるし、さらなる
貧困の継続をうみかねない。 
支援者はそうした事情も考慮にいれ、母親

自身の将来も見据えた支援が必要であろう。
また行政は、将来、高齢単身女性の貧困への
リスクを遮断する対策などを用意する必要
性があろう。 
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